
氏名　　昭和村長　　堤　　盛　吉

住所　　群馬県利根郡昭和村大字糸井３８８番地

　　令和元年７月１８日付け群馬県指令地政第５７２－６７号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金にかかる
交付金事業の成果の評価について群馬県電源立地地域対策交付金交付要綱第９条第３項の規定により別紙のとおり報告します。

（注）（１） 別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。

      （２） 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

　様式第１０号

平成３１年度電源立地地域対策交付金事業評価報告書

昭建発第３９２号

令和２年３月１８日

　群馬県知事　山本　一太　様

印



別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

1

公共用施
設に係る整
備、維持補
修又は維
持運営等

措置

村道川額線　道路舗装工事＜
その他＞

昭和村 15,312,000 8,632,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間

接交付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額 備　考



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

「道路の整備
状況」住民満
足度３０．３％
→４０．３％

（住民1,000人
に対してアン
ケートを実施）

成果実績 ％ 26.8

目標値 ％ 40.3

達成度 ％ 66.5%

事業期間の設定理由 昭和村第５次総合計画の前期振り返りを令和元年度に実施するため

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

「道路の整備
状況」住民満

足度

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策とそ
の目標

【主要政策・施策】
昭和村第５次総合計画（平成２７年度～令和６年度）
基本目標６　安全で生活便利なむらづくり　　４　道路・公共交通の整備充実　　（１）村道の整備
・生活道路となる村道については、路面状況や交通状況等を勘案し状態の悪い道路から順次補修工事
を進め、緊急車両の速やかな通行や災害時の安全な避難経路の確保などを目的に道路改良を進めま
す。
【目標】
「道路の整備状況」住民満足度　３０．３％　→　４０．３％（令和元年度）

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 昭和村

交付金事業実施場所 群馬県利根郡昭和村大字川額地内

交付金事業の概要 アスファルト舗装工　Ｌ＝３４２．０ｍ　Ｗ＝３．１～８．２ｍ　Ａ＝１，６５４．４㎡

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

村道川額線　道路舗装工事＜その他＞



　　　　（３）　交付金事業の概要の欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。

　　　　（４）　交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連づけられている

交付金事業の担当課室 建設課

交付金事業の評価課室 建設課

（備考）（１）　事業ごとに作成すること。 

　　　　（２）　番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

道路工事 指名入札 ㈱高橋舗道 １５，３１２，０００円

うち経済産業省分 8,672,000 8,659,000 8,632,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 8,672,000 8,659,000 8,632,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 備　考

総事業費 10,152,000 12,625,200 15,312,000

1719

達成度 ％ 95.2% 97.1% 96.3%

令和元年度

生活改善のための舗装補修
実施面積

活動実績 ㎡ 2324 2085 1654

活動見込 ㎡ 2440
交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 平成２９年度 平成３０年度

2147

評価年度の設定理由

昭和村第５次総合計画の前期振り返りを令和元年度に実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、施工延長342ｍ、面積1,654㎡の舗装補修を実施した。本年度整備した区間にお
いては、ひび割れ・わだち掘れが解消され、地元区長をはじめ関係者から「要望箇所の舗装補修が完了
し感謝している」と良い評価を受けた。
ただし、「道路の整備状況」住民満足度調査の結果では目標値40.3%に対し成果実績26.8%となり、達成
度が66.5%となったが、これは本路線だけでなく、村内にある全ての道路を対象とした調査であったことと、
用地買収や測量を実施していて工事が完成していない道路に対しての意見も含まれていたためと考えら
れる。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果目標及
び成果実績



　　　　　　　施した課室の名称を記載すること。事業実施課室と評価実施課室が同一でも差支えない。

　　　　　　　た改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。

　　　　（10）　評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、

　　　　　　　第三者機関等の名称及び構成員等を記載すること。

　　　　（11）　交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載するこ

　　　　　　　と。

　　　　（12）　交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

　　　　　　　が到来していない場合は、成果実績の欄は空欄とし、評価年度に別途、報告を行うこと。

　　　　　　　　なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合には、当

　　　　　　　該機関等による評価についても、併せて報告を行うこと。

　　　　（９）　交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定

　　　　　　　性的な成果及び評価の記載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向け

　　　　（13）　交付金事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、交付金事業の評価課室の欄は事業評価を実

　　　　　　　交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄に、定性的な成果及び評価を記載すること。

　　　　（７）　評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記

　　　　　　　載すること。

　　　　　　　　なお、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による

　　　　　　　評価実施時期も考慮すること。

　　　　（８）　成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度

　　　　　　　当該市町村の上位政策・施策とその目標を記載すること。

　　　　（５）　事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

　　　　（６）　成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標を踏まえて

　　　　　　　定量的に記載すること。当該事業の定量的評価が困難な場合には、成果目標の欄に、定性的な目標を、


